
令和２年９月１日　火曜日           

令
和
二
年
九
月
一
日

第
百
三
十
二
号

増

刊

①

第 132 号1

　
　
　
　
規
　
　
　
則

○
福
岡
県
都
市
公
園
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則　
　

（
公
園
街
路
課
）
…
…
…
…
…
一

○
生
活
保
護
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則　
　
　
　
　

（
保
護
・
援
護
課
）
…
…
…
…
…
二

　
　
　
　
告
　
　
　
示

○
収
納
代
理
金
融
機
関
の
指
定
の
一
部
改
正　
　
　
　
　
　

（
会
計
管
理
局
会
計
課
）
…
…
…
…
二
六

　
　
　
　
正
　
　
　
誤

○
福
岡
県
税
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
（
令
和
一
年
九
月
福
岡
県
規

　

則
）
中
正
誤　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

…
…
…
…
…
二
六

　
福
岡
県
都
市
公
園
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
二
年
九
月
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋

福
岡
県
規
則
第
五
十
五
号

　
　
　

福
岡
県
都
市
公
園
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

福
岡
県
都
市
公
園
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
五
十
二
年
福
岡
県
規
則
第
二
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

　

別
表
第
一
中

多
目
的
広
場

筑
豊
緑
地

一
月
四
日
か
ら
三
月
三
十
一
日

ま
で
十
一
月
一
日
か
ら
十
二
月

二
十
八
日
ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
五
時
ま
で

四
月
一
日
か
ら
十
月
三
十
一
日

ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
九
時
ま
で

　

を

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
運
動
場
）

一
月
四
日
か
ら
三
月
三
十
一
日

ま
で
十
一
月
一
日
か
ら
十
二
月

二
十
八
日
ま
で

午
前
六
時
か
ら

午
後
六
時
ま
で

四
月
一
日
か
ら
十
月
三
十
一
日

ま
で

午
前
六
時
か
ら

午
後
九
時
ま
で

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
広
場
）

一
月
四
日
か
ら
十
二
月
二
十
八

日
ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
五
時
ま
で

　

に
改
め
る
。

多
目
的
広
場

筑
豊
緑
地

一
月
四
日
か
ら
三
月
三
十
一
日

ま
で
十
一
月
一
日
か
ら
十
二
月

二
十
八
日
ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
五
時
ま
で

四
月
一
日
か
ら
十
月
三
十
一
日

ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
九
時
ま
で

筑
後
広
域
公
園（
球

技
場
）

一
月
四
日
か
ら
十
二
月
二
十
八

日
ま
で

午
前
六
時
か
ら

午
後
九
時
ま
で

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
運
動
場
）

一
月
四
日
か
ら
三
月
三
十
一
日

ま
で
十
一
月
一
日
か
ら
十
二
月

二
十
八
日
ま
で

午
前
六
時
か
ら

午
後
六
時
ま
で

四
月
一
日
か
ら
十
月
三
十
一
日

ま
で

午
前
六
時
か
ら

午
後
九
時
ま
で

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
広
場
）

一
月
四
日
か
ら
十
二
月
二
十
八

日
ま
で

午
前
九
時
か
ら

午
後
五
時
ま
で

　

別
表
第
二
中

多
目
的
広
場

の
照
明

筑
豊
緑
地
（
球
技

場
）

全
点
灯

三
〇
分
以
内

二
、〇
八
〇
円

目

次
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半
点
灯

一
、〇
四
〇
円

　

を

筑
豊
緑
地
（
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
場
）

三
〇
分
以
内

八
三
〇
円

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
運
動
場
）

全
点
灯

三
〇
分
以
内

二
、四
〇
〇
円

内
野
点
灯

一
、二
五
〇
円

外
野
点
灯

一
、四
六
〇
円

　

に
改
め
る
。

多
目
的
広
場

の
照
明

筑
豊
緑
地
（
球
技

場
）

全
点
灯

三
〇
分
以
内

二
、〇
八
〇
円

半
点
灯

一
、〇
四
〇
円

筑
豊
緑
地
（
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
場
）

三
〇
分
以
内

八
三
〇
円

筑
後
広
域
公
園（
球

技
場
）

全
点
灯

三
〇
分
以
内

六
三
〇
円

半
点
灯

三
一
〇
円

筑
後
広
域
公
園（
多

目
的
運
動
場
）

全
点
灯

三
〇
分
以
内

二
、四
〇
〇
円

内
野
点
灯

一
、二
五
〇
円

外
野
点
灯

一
、四
六
〇
円

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

生
活
保
護
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

令
和
二
年
九
月
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋

福
岡
県
規
則
第
五
十
六
号

　
　
　

生
活
保
護
法
施
行
細
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

生
活
保
護
法
施
行
細
則
（
昭
和
五
十
二
年
福
岡
県
規
則
第
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

　

第
一
条
中
「
及
び
生
活
保
護
法
施
行
規
則
」
を
「
、
生
活
保
護
法
施
行
規
則
」
に
改
め
、
「
「
施
行

規
則
」
と
い
う
。
）
」
の
下
に
「
及
び
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
に
関
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

要
件
等
を
定
め
る
省
令
（
令
和
二
年
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
四
号
。
以
下
「
要
件
省
令
」
と
い
う
。
）

」
を
加
え
る
。

　

第
八
条
中
「
更
生
施
設
」
の
下
に
「
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
」
を
加
え
る
。

　

第
二
十
四
条
を
第
二
十
六
条
と
し
、
第
二
十
三
条
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

　

（
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
の
認
定
等
）

第
二
十
四
条　

要
件
省
令
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
申
請
は
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設

　

認
定
申
請
書
（
様
式
第
八
十
四
号
）
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

知
事
は
、
前
項
の
申
請
に
対
す
る
認
定
の
可
否
を
決
定
し
た
と
き
は
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設

認
定
通
知
書
（
様
式
第
八
十
五
号
）
又
は
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
不
認
定
決
定
通
知
書
（
様
式
第

八
十
六
号
）
に
よ
り
申
請
者
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

３　

要
件
省
令
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
は
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
変
更
届
（

様
式
第
八
十
七
号
）
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

知
事
は
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
の
認
定
を
行
っ
た
と
き
は
、
保
護
の
実
施
機
関
（
県
内
の
保

護
の
実
施
機
関
に
限
る
。
た
だ
し
、
県
外
の
保
護
の
実
施
機
関
の
長
が
保
護
の
実
施
責
任
を
有
す
る

被
保
護
者
が
当
該
施
設
に
入
所
す
る
場
合
は
、
当
該
保
護
の
実
施
機
関
を
含
む
。
次
条
第
二
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
の
長
並
び
に
県
内
の
指
定
都
市
の
長
及
び
中
核
市
の
長
に
対
し
、
そ
の
旨
を
通
知
し

、
第
二
項
に
規
定
す
る
通
知
書
の
写
し
を
送
付
す
る
も
の
と
す
る
。
通
知
し
た
事
項
に
変
更
が
あ
っ

た
と
き
も
同
様
と
す
る
。

５　

要
件
省
令
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
辞
退
の
申
出
は
、
日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
認

定
辞
退
届
（
様
式
第
八
十
八
号
）
に
よ
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６　

知
事
は
、
要
件
省
令
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
取
消
し
等
を
決
定
し
た
場
合
は
、
日

常
生
活
支
援
住
居
施
設
認
定
取
消
等
通
知
書
（
様
式
第
八
十
九
号
）
に
よ
り
日
常
生
活
支
援
住
居
施
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設
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

　

（
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
）

第
二
十
五
条　

知
事
は
、
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
の
単
価
を
設
定
し
、
又
は
変
更
し
た
と
き

　

は
、
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
支
弁
基
準
額
設
定
通
知
書
（
様
式
第
九
十
号
）
に
よ
り
日
常
生
活　
　

　

支
援
住
居
施
設
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

２　

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
知
事
は
、
保
護
の
実
施
機
関
の
長
並
び
に
県
内
の
指
定
都
市
の
長
及
び

中
核
市
の
長
に
対
し
、
そ
の
旨
を
通
知
し
、
前
項
に
規
定
す
る
通
知
書
の
写
し
を
送
付
す
る
も
の
と

す
る
。

３　

日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
で
あ
っ
て
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
に
係
る
支
援
体
制
加
算
及
び
宿

直
体
制
加
算
の
対
象
と
な
る
こ
と
を
希
望
す
る
も
の
は
、
毎
年
度
、
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
に

係
る
（
支
援
体
制
加
算
・
宿
直
体
制
加
算
）
対
象
施
設
認
定
申
請
書
（
様
式
第
九
十
一
号
）
に
よ
り

認
定
の
申
請
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

日
常
生
活
支
援
住
居
施
設
は
、
被
保
護
者
の
入
所
を
委
託
し
た
保
護
の
実
施
機
関
の
長
に
対
し
て

、
日
常
生
活
支
援
委
託
事
務
費
請
求
書
（
様
式
第
九
十
二
号
）
に
よ
り
、
各
月
ご
と
の
委
託
事
務
費

を
、
原
則
と
し
て
当
該
月
の
翌
月
十
日
（
そ
の
日
が
土
曜
日
、
日
曜
日
又
は
国
民
の
祝
日
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
七
十
八
号
）
に
規
定
す
る
休
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
休
日

等
」
と
い
う
。
）
に
当
た
る
と
き
は
、
そ
の
日
の
直
後
の
休
日
等
で
な
い
日
と
す
る
。
）
ま
で
に
請

求
す
る
と
と
も
に
、
当
該
請
求
書
の
写
し
を
知
事
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

様
式
第
七
十
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。



 

 

 

様式第71号(第21条）

（表）

 
生活保護法等指定医療機関　 申請書

（フリガナ）

年 月 日

　〒　　　　　 -

（フリガナ）

年 月 日から

年 月 日まで

　　 年　　 月 日 （更新の場合のみ記載）

　　  　　　　　　 年　　　 　月　　　 　日

　　　　　福　　岡　　県　　知　　事　　殿

　　指　定
　指定更新

医療機関コード
名 称

開設者の氏名、生年月日、住
所
（法人の場合は、「氏名（名称
等）」欄に法人の名称及び代
表者の職・氏名を記載し、「住
所（所在地）」欄に主たる事務
所の所在地を記載）

住所（所在地）

所 在 地

　〒　　　　　 -

　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　　　 ℡（　　　　）　　 　　　－

（フリガナ）

氏名（名称等）

生年月日

〒　　　　　　　 -

日

住
所

　〒　　　　　 -

生
年
月
日管理者の氏名、生年月日及び

住所

氏
名

月年

診 療 科 名

健 康 保 険 法 に よ る 指 定 有　　　・　　　指定申請中

有
効
期
間

生活保護法第49条の３第４項
において規定する診療所又は
薬局の該当の有無

現に受けている生活保護法に
よる指定の有効期間満了日

　　生活保護法第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第
14条第4項においてその例によるものとされたものを含む。）の規定に基づき、上記のとおり指定を申請します。

  　　（申請先）

印

住　所

申請者（開設者）
　　　　　　　　　　　　　　℡（　　　　）　　　 　　　－

氏　名

有　　　・　　　無
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（裏）
注意事項

1

2

3

記載要領
1

2

3

4

5

6

7

8

9 　申請者（開設者）の署名は、法人の場合は、名称、代表者の職・氏名及び主たる事務所の所在
地を記載し、代表者印を押印してください。

　「現に受けている生活保護法による指定の有効期間満了日」については、生活保護法第49条の
３第１項に基づき指定の更新を受けようとする場合に、記載してください。

　この書類は、生活保護法の医療扶助及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰
国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付の指定を兼
ねた申請書です。所在地又は住所地を管轄する保健福祉（環境）事務所を経由して提出してくだ
さい。

　更新申請の場合、指定の有効期間の満了日までに、申請に対する通知がなされないときは、従
前の指定は、指定の有効期間の満了後もその通知がされるまでの間は、なおその効力を有しま
す。

　標題の「指定・指定更新」の部分は、指定、指定更新のいずれかを○で囲んでください。

　貴機関が指定された場合には、福岡県告示により公示するほか、指定通知書により通知しま
す。

　「健康保険法による指定」は、申請時点における健康保険法による指定の「有」・「指定申請中」
のいずれかを○で囲み、「有」の場合は健康保険法による指定の有効期間を記載してください。ま
た、「指定申請中」の場合は、健康保険法による指定の申請を行った日を記載してください。
※健康保険法の指定を受けていない場合には、生活保護法の指定は受けられません。
※訪問看護ステーションのうち、介護保険法の指定を受けることにより、健康保険法の指定を受け
たとみなされるものについては、「健康保険法による指定」の「有効期間」には、介護保険法の指
定の有効期間を記載してください。

　「名称」は医療法による開設許可証等に記載されている名称を記載してください。

「医療機関コード」は保険医療機関番号を記載してください。

　開設者が法人の場合、「氏名（名称等）」に法人の名称及び代表者の職・氏名を記載し、「住所
（所在地）」に法人の主たる事務所の所在地を記載してください。
※開設者が法人の場合、生年月日については記載の必要はありません。

　「診療科名」は、標榜する診療科名を記載してください。診療科名が複数ある場合には、主たる
診療科を最初に記載してください。

　「生活保護法第49条の３第４項において規定する診療所又は薬局」とは、以下のいずれかに該
当するものです。
①　医師、歯科医師又は薬剤師の開設する指定医療機関であって、その指定を受けた日
　からおおむね引き続き当該開設者である医師、歯科医師若しくは薬剤師のみが診療若し
　くは調剤に従事しているもの
②　医師、歯科医師又は薬剤師の開設する指定医療機関であって、その指定を受けた日
　からおおむね引き続き当該開設者である医師、歯科医師若しくは薬剤師及びその者と同
　一の世帯に属する配偶者、直系血族若しくは兄弟姉妹である医師 、歯科医師若しくは薬
　剤師のみが診療若しくは調剤に従事しているもの
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様式第８４号その１（第２４条）

日常生活支援住居施設認定申請書

年 月 日

福岡県知事 殿

所在地

法人名

代表者 印

生活保護法（昭和 年法律第 号）第 条第１項ただし書に規定する日常生活支援住居施

設としての認定を受けたいので、「日常生活支援住居施設に関する厚生労働省令で定める要件等を

定める省令」（令和２年厚生労働省令第 号。以下「要件省令」という。）第２条の規定により、

関係書類を添えて次のとおり申請します。

また、委託事務費に係る支援体制加算及び宿直体制加算の対象となり得る場合には認定を受け

たいので、併せて申請します。

１ 施設の名称及び所在地

フリガナ

施設の名称

基礎となる施設の種類と名称 種類：社会福祉法第２条第３項第８号の事業に供する施設（無料低額宿泊所）

名称：

（ 年 月 日開始届出）

施設の所在地・連絡先 当該無料低額宿泊所における届出の内容と同一

２ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

申請者の名称及び

主たる事務所の所在地
当該無料低額宿泊所における届出の内容と同一

代表者 職名・氏名 生年月日 年 月 日

住 所 〒

ビルの名称等

３ 事業（日常生活支援の受託）の開始予定年月日

年 月 日

令和２年９月１日　火曜日7 第 132 号



 

４ 申請者の登記事項証明書

（ 該当する方に☑ ）

□ 添付１のとおり

□ 要件省令第２条第２項の規定により省略

５ 建物その他の設備の規模及び構造

要件省令第２条第２項の規定により省略

６ 事業の入所定員数

世帯 人

【世帯人数別居室の内訳】

単身世帯用（ 室） ２人世帯用（ 室）３人世帯用（ 室） ４人以上世帯用（ 室）

７ 日常生活及び社会生活上の支援を必要とする者に対する処遇の方法

運営の方針

処遇に関すること 添付２のとおり

運営規程等 ・当該無料低額宿泊所に係る規程のほか要件省令を遵守した運営

を行う。

・（該当する場合のみ☑ ）

□ 認定時に規程を添付３のとおり変更する。

８ 施設の管理者及び生活支援提供責任者の氏名及び経歴

施設の管理者
職名 氏名

フリガナ

（経歴は添付４のとおり）

生活支援提供責任者
氏名
フリガナ

（経歴は添付４のとおり）

氏名
フリガナ

（経歴は添付４のとおり）

９ 従業者の勤務体制及び勤務形態

添付５のとおり

令和２年９月１日　火曜日 8第 132 号



 

 

 

その他認定に必要な事項

現在の利用状況 （既に無料低額宿泊所の事業を行っている場合のみ）添付６のとおり

＊ ４の「要件省令第２条第２項の規定により省略」は、無料低額宿泊所としての事業開始届出

時等に添付した内容から変更がない場合に限る。

＊ 日常生活支援委託事務費に係る支援体制加算及び宿直体制加算の認定は、添付５及び添付６

によって行うので正確に記載すること。

＊ 申請書様式に記載した内容に関して、無料低額宿泊所の事業開始時等に届け出ていた事項の

変更が必要となる場合には、日常生活支援住居施設の認定後速やかに、別途、社会福祉法（昭

和 年法律第 号）第 条の３の規定による変更届を行う必要があるので注意すること。

【【添添付付書書類類】】

〇 添付１ 法人の登記簿謄本（現在事項全部証明書）

〇 添付２ 日常生活及び社会生活上の支援を必要とする者に対する処遇に関する項目

【様式第８４号その２】

〇 添付３ １ 運営規程

〇 添付３ ２ 金銭管理規程（金銭管理を実施する場合のみ）

〇 添付４ 経歴申告書【様式第８４号その３】

〇 添付５ 従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表【様式第８４号その４】

〇 添付６ 在所者一覧表【様式第８４号その５】

【【そそのの他他、、必必要要にに応応じじてて添添付付がが必必要要ととななるる書書類類】】

〇 資格証、研修修了証、実務経験証明書

令和２年９月１日　火曜日9 第 132 号



 

 

様式第８４号その２（第２４条）

日日常常生生活活及及びび社社会会生生活活上上のの支支援援をを必必要要ととすするる者者にに対対すするる処処遇遇にに関関すするる項項目目

施設名： （ 年 月 日作成）

① 従業者構成及び勤務体制

別添「従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表」のとおり。

② サービス等の提供・料金

居

室

の

使

用

等

費 用 の 種 類 月額（ 日間） 内 訳 等

１ 居室使用料 円

共益費 円

電気代 円

水道代 円

ガス代 円

円

円

サ
ー
ビ
ス
の
提
供

基本サービス費 円

食事提供（ 食） 円

食事提供（ 食） 円

食事提供（ 食） 円

円

円

カ月当たりの合計額 円

※ 基準月は、本書作成月ではなく認定予定月として作成すること。また認定された際には別途、本書記載内容と

同内容で無料低額宿泊所の変更届が必要であるので注意すること。

※ 月額には、定額である場合にはその額を、実費による場合には標準的な額を記載してその算定根拠を「内訳等」

の欄に記載すること。

※ 居室の使用等及びサービスの提供以外の費用等がある場合には、「１カ月当たりの合計額」の「内訳等」の欄

に記載すること。

※ 基本サービス費は 円以内に設定されていることが、認定の必要条件であることに注意すること。
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様式第８４号その３（第２４条）

経経 歴歴 申申 告告 書書

施設名

従業者の種類等（該当するもの全てに〇） 管理者 生活支援提供責任者

カナ

生年月日 年 月 日氏名

住所 （郵便番号 － ）

電話番号 （ ） －

主 な 職 歴 等

年月日 ～ 年月日 勤 務 先 等 職務内容

職 務 に 関 連 す る 資 格

資格の種類 資格取得年月日

備考

「住所」は自宅のものを記入してください。

「主な職歴等」について直近の状況は詳しく記入してください（退職年月日等）。

「資格の種類」について、社会福祉主事任用資格については社会福祉法第 条第 項の該当する号につい

て記載し、その証明書類を添付してください。

（↓確認してレ点を記入してください）

□ 私の経歴は当経歴申告書のとおりで相違ありません。

年 月 日

申告者自署 住所

氏名 印
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様式第８４号その５（第２４条）

施設名　：

（　　　　　年　　　月　　　日時点）

保護の実施機関
委託対象

予定
氏　名 （かな） 生年月日 重点的要支援者 入所日 備　考

在 所 者 一 覧 表
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(その他必要事項を記載）

＊　複数人数世帯の場合は１名のみ氏名を記載し、備考に「ほか世帯員〇名」と記載する。
　  世帯のうち、重点的要支援者がいる場合はその者を優先して氏名を記載すること。
＊ 「委託対象予定」「重点的要支援者」は保護の実施機関と協議の上、見込みで記載する。
　　必要に応じて必要書類を添付すること。
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様式第８５号（第２４条）

日常生活支援住居施設認定通知書

第 号

年 月 日

殿

福 岡 県 知 事 印

年 月 日付けで申請のあった生活保護法（昭和 年法律第 号）第 条第１項ただし

書に規定する日常生活支援住居施設としての認定について、「日常生活支援住居施設に関する厚生

労働省令で定める要件等を定める省令」（令和２年厚生労働省令第 号）第１条第１項各号に規

定する要件を全て満たしているものと認め、以下のとおり認定したので通知します。

１ 施設の名称

２ 施設の所在地

３ 事業の入所定員数 世帯 人

４ 認定効力発生日 年 月 日

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知

事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもでき

ます。

なお、処分の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったことを知

った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
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様式第８６号 第２４条）

日常生活支援住居施設不認定決定通知書

第 号

年 月 日

殿

福 岡 県 知 事 印

年 月 日付けで申請のあった生活保護法（昭和 年法律第 号）第 条第１項ただし

書に規定する日常生活支援住居施設としての認定について、「日常生活支援住居施設に関する厚生

労働省令で定める要件等を定める省令」（令和２年厚生労働省令第 号）第１条の規定により以

下のとおり認定しないこととしたので、通知します。

１ 施設の名称

２ 施設の所在地

３ 不認定の理由

４ 備考

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知

事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもでき

ます。

なお、処分の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったことを知

った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
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様式第８７号（第２４条）

日常生活支援住居施設変更届

年 月 日

福岡県知事 殿

所在地

法人名

代表者 印

日常生活支援住居施設の認定に係る届出事項について変更したため、「日常生活支援住居施設に

関する厚生労働省令で定める要件等を定める省令」（令和２年厚生労働省令第 号）第２条第３

項の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。

１ 日常生活支援住居施設の名称

２ 変更事項（該当する項目に〇）

①施設の名称及び所在地

②申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

③事業（日常生活支援の受託）の開始予定年月日

④登記事項証明書

⑤建物その他の設備の規模及び構造

⑥入所定員数

⑦日常生活及び社会生活上の支援を必要とする者に対する処遇の方法

⑧施設の管理者及び生活支援提供責任者の氏名及び経歴

⑨従業者の勤務体制及び勤務形態

⑩その他必要な事項

３ 変更の内容（変更前後の比較）

※添付書類 □あり □なし

４ 変更の事由

５ 変更年月日 年 月 日

※添付書類

・

・

（注）

・本届出書は変更後 日以内に届け出ること。

・変更事項によっては、この届出とは別に無料低額宿泊所について社会福祉法（昭和 年法律第 号）第

条の３の規定による変更届を行う必要があるので注意すること。
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様式第８８号（第２４条）

日常生活支援住居施設認定辞退届

年 月 日

福岡県知事 殿

所在地

名称

代表者 印

年 月 日付けで生活保護法（昭和 年法律第 号）第 条ただし書の規定によ

る認定を受けた日常生活支援住居施設について、「日常生活支援住居施設に関する厚生労働省令で

定める要件等を定める省令」（令和２年厚生労働省令第 号）第５条第１項の規定により、次の

とおり予告し、認定を辞退します。

１ 認定を辞退する日常生活支援住居施設の名称

２ 認定辞退予定日 年 月 日

３ 当該施設の無料低額宿泊所としての運営

無料低額宿泊所は運営を （ 継続する ・ 休止する ・ 廃止する ）

４ 現在入所している者の状況 別紙のとおり

５ 認定辞退に係る連絡事項

〇 添付書類

・

・

（注１） 本届出書は認定を辞退する３か月以上前に提出すること。

（注２） ３において無料低額宿泊所としての運営を休止する場合には別途、社会福祉法（昭和 年法律第

号）第 条の３の規定による変更（休止）の届出を、廃止する場合には同法第 条の４による廃止の

届出をそれぞれ行う必要があるので注意すること。

令和２年９月１日　火曜日 18第 132 号



 

様式第８９号（第２４条）

日常生活支援住居施設認定取消等通知書

第 号

年 月 日

殿

福 岡 県 知 事 印

年 月 日付け 第 号により認定した日常生活支援住居施設について、「日常生活

支援住居施設に関する厚生労働省令で定める要件等を定める省令」（令和２年厚生労働省令第

号）第６条第１項の規定により以下のとおり認定の取消し／効力の停止を行いましたので、通知

します。

１ 施設の名称

２ 施設の所在地

３ 行政処分の内容 認定の取消 認定の効力の停止（ 全部 一部 ）

４ 備考

（教示）

この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、福岡県知

事に対して審査請求をすることができます。また、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消しの訴えを提起することもでき

ます。

なお、処分の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったことを知

った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

令和２年９月１日　火曜日19 第 132 号



 

様式第９０号（第２５条）

第 号

年 月 日

殿

福 岡 県 知 事 印

日常生活支援委託事務費支弁基準額設定通知書

年 月 日付けであった（ 新規施設の認定 変更の届出 加算の認定申請 ）について、

以下のとおり一般事務費単価の設定及び加算の認定をしたので通知します。

１ 施設種別 日常生活支援住居施設

２ 施設名

３ 地域区分 （ の地域 その他の地域 ）

４ 入所定員 世帯 人

５ 重点的要支援者の全入所者数に占める割合 ％

６ 一般事務費単価 円

７ 支援体制加算 円 ・ （ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 非該当 ）

８ 宿直体制加算 円 ・ （１人体制 ２人体制 ３人体制 非該当）

９ 適用期間 年 月 ～ 年 月

その他

令和２年９月１日　火曜日 20第 132 号



 

様式第９１号その１（第２５条）

日常生活支援委託事務費に係る（支援体制加算・宿直体制加算）

対象施設認定申請書

年 月 日

福岡県知事 殿

所在地

法人名

代表者 印

日常生活支援委託事務費に係る（支援体制加算・宿直体制加算）対象施設の認定について、関

係書類を添えて申請します。

１ 日常生活支援施設の名称

２ 原因（該当する項目に☑）

□ 年度改定

□ 定員変更

□ 従業員等の増減

□ その他（ ）

３ 申請内容

（１）支援体制加算

年 月から

□ Ⅰ（１０：１）

□ Ⅱ（７．５：１）

□ Ⅲ（５：１）

□ なし（対象外）

（２）宿直体制加算

年 月から

□ １人体制

□ ２人体制

□ ３人体制

□ なし（対象外）

４ 添付書類

（１）従業者等の勤務体制及び勤務形態一覧表〔様式第９１号その２〕

（２）月別の入居者数・重点的要支援者数一覧〔様式第９１号その３〕

（３）その他必要な書類

令和２年９月１日　火曜日21 第 132 号



 

 

様
式

第
９

１
号

そ
の

２
（

第
２

５
条

）

〇
　

施
設

名
〇

入
所

定
員

人
〇

常
勤

職
員

が
1
週

間
に

勤
務

す
べ

き
所

定
時

間
数

　
時

間

〇
年

月
分

〇
（

宿
直

体
制

加
算

を
申

請
す

る
場

合
の

み
）
夜

間
及

び
深

夜
の

時
間

設
定

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土

時
間

）

＊
 
原

則
と

し
て

、
新

規
認

定
の

場
合

は
認

定
が

見
込

ま
れ

る
月

に
つ

い
て

、
変

更
届

出
や

加
算

申
請

の
場

合
は

認
定

自
治

体
の
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定

す
る

　
月
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作
成

し
て

く
だ

さ
い

。
祝

日
が

多
い

場
合
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ど

の
日
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平
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と

み
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し
て

作
成

す
る

か
認

定
自

治
体

の
指

示
に

従
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て
く

だ
さ

い
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＊
 
２

９
日

か
ら

３
１

日
は

４
週

の
合

計
時

間
数

に
は

含
ま

れ
ま

せ
ん

が
、

各
日

の
時

間
数

は
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

＊
 
他

事
業

所
と

兼
務

の
職

員
に

つ
い

て
も

当
該

日
常

生
活

支
援

住
居

施
設

で
勤

務
す

る
時

間
の

み
に

つ
い

て
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

＊
 
勤

務
す

べ
き

所
定

時
間

数
と

し
て

算
定

さ
れ

な
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宿
日

直
時

間
帯

は
時

間
数
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記

載
せ

ず
該

当
す

る
部

分
の

色
を

変
え

て
く

だ
さ

い
。

＊
 
勤

務
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が

「
委

託
」

「
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続
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労
働

等
」

の
場

合
は

業
務
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容
で

「
生

活
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援
員

の
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務
」
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択
で

き
ま

せ
ん

。

〇
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活
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援
提
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責

任
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充
足

〔
 
配
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し

て
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る
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活
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〕
〔

必
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〕

〇
 
入

所
定

員
と

生
活

支
援

員
数

の
比

率

　
入

所
定

員
（

世
帯

）
：

生
活

支
援

員
の

常
勤

換
算

人
数

＝
：：

従従
業業

者者
等等

のの
勤勤

務務
体体

制制
及及

びび
勤勤

務務
形形

態態
一一

覧覧
表表

世
帯

第
４
週

1
～

4
週

の
合

計
備
考

業
務
の
内
容

職
種

勤
務
形
態

氏
名

第
１
週

第
２
週

第
３
週

【
 特

記
事
項
 
】

「
生
活
支
援
員
の
業
務
」
の
時
間
数
 
 

(
4
週

令和２年９月１日　火曜日 22第 132 号



 

 

 

様式第９１号その３（第２５条）

月月別別のの入入居居者者数数・・重重点点的的要要支支援援者者数数一一覧覧

日常生活支援住居施設名：

年度実績

年月 在籍した入居世帯数
うち、重点的要支援者を

含む世帯数

年４月

５月

６月

７月

８月

９月

月

月

月

年１月

２月

３月

合計 （Ａ） （Ｂ）

（Ｂ）／（Ａ） ＝ ％

（注）各月について、利用者氏名、保護の実施機関、入退所日及び重点的要支援者の

該当有無の状況が分かるものを別途添付すること。

令和２年９月１日　火曜日23 第 132 号



 

 

 

様式第９２号その１（第２５条）

（　　　　年　　月分）

殿

所在地

名称

代表者

施設名

責任者

標記について、以下のとおり請求いたします。

【事業所基本情報】

定員
人員欠如

状況

【事業実績】(貴福祉事務所分）

3月未満 3月以上

【内訳】：別添委託入所者一覧表のとおり

【振込先】

口座番号

口座名義

金融機関

支店名

委託対象
世帯

委託事務費
算定対象日数

個別支援計画未作成 重点的
要支援者

本人支払額
合　　計

請請求求金金額額 円円

一般事務費単価 支援体制加算 宿直体制加算
委託事務費
支弁基準額

印

    年　　月　　日

日常生活支援委託事務費請求書

令和２年９月１日　火曜日 24第 132 号



 

様
式

第
９

２
号

そ
の

２
（

第
２

５
条

）

委
託

事
務

費
個

別
支

援
計

画
個

別
支

援
計

画

氏
名

（
か

な
）

開
始

日
終

了
日

入
院

期
間

算
定

対
象

日
数

作
成

状
況

未
作

成
の

減
算

掛
率

本
人

支
払

額
委

託
事

務
費

重
点

的
要

支
援

者
備

考

＊
 
「

開
始

日
」

及
び

「
終

了
日

」
に

つ
い

て
は

、
当

該
月

に
発

生
し

た
も

の
の

み
を

記
載

す
る

こ
と

。

＊
 
「

入
院

期
間

」
に

つ
い

て
は

、
当

該
月

に
つ

い
て

、
入

院
し

た
当

日
及

び
退

院
し

た
当

日
を

除
く

実
際

に
入

院
し

て
い

た
日

数
を

記
載

す
る

こ
と

。

＊
 
当

該
月

に
入

退
院

が
あ

っ
た

場
合

又
は

前
月

以
前

か
ら

入
院

が
継

続
し

て
い

る
場

合
、

「
委

託
事

務
費

算
定

対
象

日
数

」
に

は
、

当
該

月
に

つ
い

て
、

入
院

し
て

い
な

い
日

（
入

院
し

た
当

日
及

び
退

院
し

た
当

日
を

含
む

）
の

数
に

、
入

院
し

て
い

た
日

数
（

６
を

超
え

る
場

合
は

６
）

を
加

え
た

日
数

を
記

載
す

る
こ

と
。

月
途

中
で

の
委

託
の

開
始

及
び

終
了

福
祉

事
務

所
名

委
　

託
　

入
　

所
　

者
　

一
　

覧
　

表

対
象

年
月

施
設

名

令和２年９月１日　火曜日25 第 132 号



令和２年９月１日　火曜日 26第 132 号

　
　
　
附
　
則

　

（
施
行
期
日
）

１　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

２　

こ
の
規
則
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
な
お
所
要
の
修
正
を
し

て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

福
岡
県
告
示
第
六
百
七
十
七
号

　

収
納
代
理
金
融
機
関
の
指
定
（
平
成
五
年
一
月
福
岡
県
告
示
第
二
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
し
、
令
和
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　

令
和
二
年
九
月
一
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　

一
の
表
収
納
代
理
金
融
機
関
名
の
欄
中
「
商
工
組
合
中
央
金
庫
」
を
削
る
。
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書
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条
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誤


